●○●私たちは、法案に反対する弁護士の団体の自由法曹団です●○●
学習資料としてお使い下さい
憲法改悪の扉をあける「合い鍵」
国民投票法案の
国会提出を許さない！
国民投票法案とは？
　憲法を改正する要件を定める憲法９６条は、①衆議院と参議院の両院で総議員の２／３以上の賛成が得られること、②国会が「改正」案を発議し、国民投票を行って、その過半数の賛成を得ることが必要であると定めています。そこで、憲法を「改正」したいと思った場合には、国民投票のやり方を定める法律が必要になります。
　国民投票法案は、このような憲法「改正」のための国民投票のやり方を定める法律のことです。
なぜ、今、国民投票法案なの？
　２００５年１２月、自民党、公明党、民主党の３党は、通常国会へ国民投票法案を共同して提出することに合意しました。そして、今年４月１２日、自民党憲法調査会は、日本国憲法の改正手続に関する法律（国民投票法案）の骨子素案を発表し、同月１８日には公明党とも合意した案が公表されています。国民投票法案が、今国会に提出される可能性がたいへん高まっています。
　国民投票法案を制定しようとするねらいは、あくまで憲法「改正」にあります。
日本を「戦争する国」にするための「改憲」案、
その「改憲」案を実現するための国民投票法案
　自民党は昨年１１月、結党５０周年の大会を開催し、「新憲法草案」を発表しました。「草案」は、戦力不保持を規定した９条２項を削除し、自衛軍を創設することを明言しました。日本を「戦争する国」とするものにほかなりません。さらに「草案」は、基本的人権の公益と公の秩序による大幅な制限、スピーディーで機動的な国家機構の構築・内閣総理大臣の権限強化、愛国心の強調などを盛り込んでいます。憲法の基本原理を根底から破壊し、日本を戦争する国、弱肉強食の競争国家につくりかえようとするものです。国民投票法案は、このような「戦争する国」づくりを目指す「改憲」案を実現するための重大法案です。
　憲法改悪のための国民投票法案はいらない、そのために国民投票法案の国会提出を許さないという世論を早急に大きくしなければなりません。
「改憲」はアメリカの要求　これを丸飲みする小泉内閣
  小泉内閣は、アメリカに追随し、イラク戦争に自衛隊を派兵しました。アメリカは、憲法９条が日米軍事同盟の障害になっていると言って９条を投げ捨てることを日本に求めています。アメリカの世界支配のために、日本にイラク戦争でのイギリス軍と同じような役割を担わせようというのです。単独行動主義と先制攻撃論にたつアメリカはいま世界の中で孤立を深めています。日本が憲法９条を投げ捨て、アメリカとの軍事行動を強めるとすれば、アジアの中で孤立することになります。
  大多数の日本の国民は、日本が再び海外で戦争をする国になることを望んでいません。自民党も当然このことを知っています。ですから、自民党が９条を変えようとすれば、国民の意思を歪めて、国民投票を行わざるを得ないのです。国民の目と耳をふさぎ、口を封じ、「改憲」を実現することが国民投票法案のねらいです。
国民の目と耳をふさぎ、口を封じる国民投票法案
国民から「改憲案賛成」をかすめとる国民投票法案
【教授と学生の会話】～大学構内の喫茶店で 　学習資料としてお使い下さい
●教授：連休明けに、国民投票法案について報告してもらうことになってるね。勉強は進んでいるかな。
◇学生：はい、一応は。自民党の憲法調査会が２００６年４月１２日に発表した「骨子素案」と１８日の公明党との合意案を読んでみました。
●教授：ほう。それは感心だね。何か問題点はあったかな。
◇学生：一言で言ってひどい法案だと思います。今の平和憲法をなんとしてでも変えてしまえという「改憲」派の悪意に満ちています。
●教授：それは手厳しいね。説明してもらえるかな。
 国民投票運動の禁止・制限
◇学生：　まず、国民投票の運動について幅広い規制をしているのが問題だと思います。公務員や教員は、その地位を利用して国民投票運動をしてはならないとなっています。「地位を利用して」という限定がついていますが、実際には公務員や教員の職務と関連のない私的な行為なのかどうか、その区別はそれほど容易ではありません。国民投票運動を規制しようとする者によって濫用されるおそれもあり、国民投票運動が萎縮してしまいます。これでは全面的に規制するのと同じです。
●教授：　本当にひどい法案だ。君は僕の授業でよく質問をするけれども、「先生は改憲に反対ですか、賛成ですか、その理由は何ですか」なんてことを君に質問されても、答えられなくなる。君の質問に答えて、「９条は守るべきだ」と言って、その理由を述べたりすれば、犯罪として刑罰を科せられるんだ。
◇学生：　先生が犯罪者になるって訳ですね。お子さんまだ、高校生でしたよね。教授の職を失うわけにはいきませんね。
●教授：　そうさ。憲法の学者が憲法の話ができなくなるんだ。まったく腹が立つ話だよ。
 メディアは自主規制で萎縮
◇学生：　また、報道について報道機関の自主規制を求める規定を盛り込んでいるのも問題です。自主規制を法律で強制するなんておかしなことです。このようなことが法律に明記されれば、公権力による介入に根拠を与えることになると思います。
●教授：　自民党の骨子素案には、自主規制の内容として、報道の基準を策定したり、第三者機関を設置することなどが書かれていたよね。報道内容がチェックされるようになれば、自由な報道はできなくなってしまう。また、こういう法律ができると政府による「行政指導」による干渉も、今よりもっとやりやすくなるだろうね。
改憲派の宣伝が氾濫
●教授：　では、政党などが発議された改正案に対して賛成・反対などの意見を公表することについては、どう規定されていたかな。
◇学生：　骨子素案では、憲法改正案広報協議会を設置するとなっています。政党などはテレビや新聞に無料の意見広告ができるとされていますが、その基準をこの憲法改正案広報協議会が定めるとなっているところが問題です。広報協議会は、各会派の所属議員数をふまえて選任するとされていますから、国会での多数派が意見放送や広告の基準を決めることになります。今の国会の構成では、改憲派が多数ですから、改憲派の放送広告が圧倒的な量となるおそれがあります。
●教授：　これでは公正な報道の保障はできないね。広報協議会は、憲法改正案の周知広報の権限ももっているんだよ。周知広報といいながら改憲案の宣伝をすることが目的なのは明らかだね。さらに有償の意見広告についても、資金力のある改憲派に事実上独占される危険もあるよね。諸外国では、賛成派・反対派に均等の放送時間が割り当てられるようになっている例が多いんだよ。
 ワンパッケージ方式
●教授：　投票の方式についてはどうなっているのかな？自民党は個別投票方式を採用したというような報道もなされているようだが。
◇学生：　はい。でもよく調べて見ると、今の法案骨子素案は、個別投票方式にはなっていません。骨子素案では、投票用紙を国会の発議にかかる議案ごとに調製するものとし、投票人は「改正案」に賛成するときは○、反対するときは×を記入するとなっています。そして、国会法を「改正」して、憲法改正案の提出について、「内容的に関連する事項ごとに区分して提出するよう努めなければならない」との規定を盛り込むものとしています。これでは、例えば、自民党の新憲法草案のようなものは、前文から最後まですべてが内容的に一体のものとして、一括して、つまりワンパッケージにして賛否を問うことができることになります。
　そうなると、例えば、新憲法草案のうち９条改憲には反対だが、環境権やプライバシー権には賛成という人は困ってしまいます。悩んだ末に、投票用紙に○をつけると、９条を変えることにも賛成したということになってしまいます。
　これでは、国民の意思は大きく歪められてしまいます。
●教授：  よく気がついたね。自民党は、９条を変えるために、誰にでも受け入れられやすい「環境権」や「プライバシー権」を新憲法草案にくっつけたわけだ。そのうえで、実際の発議や投票の方法についても、できるだけ「新憲法」そのものをひとつの「改正案」として提出して、一括して賛否を問う形をとろうとしているんだね。なんとしても９条を変えたいという姑息なやり方だね。
 投票数の過半数
◇学生：  本当にひどいですね。
●教授：  では、「国民投票の過半数」の要件についてはどうだい？
◇学生：　憲法を「改正」するには、「改正」案が国民投票で過半数の承認を受けなければならないのですが、その要件を「有効投票数の過半数」としています。
　国民の「過半数」ならば、「投票権を有する者の過半数」とか、少なくとも「総投票数の過半数」ということでなければならないと思います。「有効投票数の過半数」は、「改憲」案の承認にとって最も低いハードルです。
 ワンパッケージ方式とセットでさらにおかしなことに
●教授：　君が先ほど指摘したワンパッケージ（一括）方式と「有効投票数の過半数」方式が結びつくと、本当におかしなことになるんだ。
　先ほど君が挙げた例で説明するとね、９条を変えることには反対だが、環境権を新たに設けることには賛成だという人が投票所に行って、「新憲法改正案」全体に一括して賛否をきめなければならないと知ったら悩むだろうね。悩んだ末に、○も×もつけられないと考えて、白票を投じた場合どうなるか。白票は無効票になるから、有効投票数からはずされて、過半数を計算する「分母」からはずされてしまうことになる。その結果「改憲」へのハードルはさらに低くなるんだ。
◇学生：　そうすると、投票率が低く、しかも多くの無効票が出てしまった場合には、わずかな賛成票で「改憲」が容認されてしまう危険があるんですね。
●教授：　そうだよ。しかも、最低投票率の規制もないから、実際には、国民のごく一部の賛成で改憲されてしまうおそれもあるんだ。例えば、投票率が４０％だった場合、無効票が１０％あったと仮定すると、有権者のわずか１５％強の賛成があれば憲法「改正」が成立することになる。改憲派の意図は露骨だといえるね。
 できることを
◇学生：　国民投票法案は国会に提出させてはいけませんね。私も明日からできることをやろう思います。とりあえず、友達と一緒に署名に取り組んでみます。 

●教授：　できることはたくさんある。僕の友人の弁護士が署名活動に取り組むと言っている。協力してもらえるとありがたいな。学内で学習会をやってもいいだろう。国会要請にも行ったらいい。国会に提出される前にね。衆議院議員控室の窓口に行って申込書に氏名等を書けば、入れてくれるから。勉強の成果をもって議論してくるといいよ。デモもやったらいい。最近は、パレードとかウォークっていうのかな。警察に行ってデモ申請をすればできる。政党や議員に要請葉書を出すのもいいだろう。若い人の知恵でどんどんやってみたらいいよ。
	
	国会法「改正」、国民投票法案提出阻止のため、
 　　　　　　　　小泉首相、自民党らに要請しよう
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